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建設工事における適正な工期設定等のためのガイドラインについて 

 

平素は本会の活動に対しまして格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、標記の件につきまして、このたび国土交通省土地・建設産業局長より、別添

のとおり通知がありました。 

ご承知のとおり、本年３月に決定された「働き方改革実行計画」において、建設業

については、一定の猶予期間を置いた上で、時間外労働の罰則付き上限規制の一般則

を適用することとされたところですが、これらの適用に向けた建設業界の取組につい

て、民間を含めた発注者の理解が必要であることから、６月に「建設業の働き方改革

に関する関係省庁連絡会議」が設置され、７月には主要な民間発注団体、当会を含む

建設業団体等が参画する「建設業の働き方改革に関する協議会」が設置され、議論が

なされております。 

今般、これらの会議における議論を踏まえ、公共・民間含め全ての建設工事におい

て、働き方改革に向けた生産性向上や適正な工期設定等が行われることを目的として

標記ガイドラインが策定され、本会に対し、ガイドラインに沿って下請契約を含め適

正な工期設定を行うこと等を通じて、長時間労働の是正・週休２日の確保等の働き方

改革に結びつけるとともに、発注者や国民の理解を得るための生産性向上に業界を挙

げて取り組まれるよう要請がありました。 

つきましては、ご多忙の折、誠に恐縮ではございますが、本件につきまして、貴会

会員企業の皆様に対し周知賜わりますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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